様式第１号（第４条関係）

○○年度鳥取県地域商業需要変動対策・にぎわい創出支援事業計画書

１　事業実施主体の概要
	名称
	
	代表者
	役職：
氏名：

	所在地
	〒　　　－

	担当者
	役職：
氏名：

	設立年月日
	
	連絡先
	電話：
FAX：

E-mail：

	組合員数

（加入者数）
	
	商店街を構成する店舗数
	

	商店街組織の形態
（該当するものを○で囲んでください。）
	①商店街振興組合、事業協同組合等の法人格を持った商店街組織
②法人化されていない任意の商店街組織であって、規約等により代表者の定めがあり、財産の管理等を適正に行うことができる者
③上記①、②に類する組織（商工会等）

	商店街の概況
※特徴、立地、店舗構成、来街者の概況、取組状況、課題等
	

	消費税の

取扱い
	一般課税事業者　・　簡易課税事業者　・　免税事業者


２　事業計画
	事業名
	

	事業区分
	〔　　需要喚起事業　　・　　魅力向上事業　　〕

	事業実施期間
	年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	事業実施場所
	

	事業の概要
※補助金を活用して実施する事業について具体的に記載してください。（「需要喚起事業」と「魅力向上事業」を併せて実施する場合は各事業についてそれぞれ記載してください。）
	

	新規性
※該当する方を○で囲んでください。継続事業の場合、新規の要素を具体的に記載してください。
	〔　　新規事業　　・　　継続事業　　〕
（継続事業の場合の新規性（これまでとの違い））

	事業実施効果
※補助金を活用して実施する事業により期待する効果を具体的に記載してください。
	

	数値目標
※事業実施効果を測定する指標を数値目標として設定してください。
	項目名

事業実施前

事業実施後

（数値目標に関する説明）

	他の補助金の

活用の有無
	〔　有　・　無　〕

※他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。 「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に関する問合せ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。


３　事業費の内訳及び算出根拠

	事業の

細　目
	科　目
	積　　算
	計
	財源内訳

	
	
	
	
	県費
	県費以外

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


様式第２号（第４条、第７条関係）
○○年度鳥取県地域商業需要変動対策・にぎわい創出支援事業収支予算（決算）書
１　収入の部

（単位：円）

	科　目
	金　額
	摘　要

	
	
	

	計
	
	


　（注）収入の内容を具体的（手数料収入、市町村補助金等）に記載すること。

２　支出の部

（単位：円）

	科　目
	金　額
	摘　要

	
	
	

	計
	
	


　（注）摘要欄には、積算等を明記すること。
様式第３号（第５条関係）
年　　　月　　　日　
　　　　　　　　　　　　　　様
鳥取県知事　○○　○○　　　印　　
○○年度鳥取県地域商業需要変動対策・にぎわい創出支援事業補助金交付決定通知書
　　　年　　月　　日付けの申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県地域商業需要変動対策・にぎわい創出支援事業補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。
記
１　対象事業
　本補助金の対象事業は、「（需要喚起事業／魅力向上事業）」とし、その内容は、・・・・・・・・・・・とする。
２  交付決定額等
　本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、対象事業の内容が変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。
　　(1) 算定基準額　　　　　金          円
　　(2) 交付決定額        　金          円
３  経費の配分
　本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、・・・・・・・・・・・・・とする。ただし、対象事業の内容が変更された場合においては、別に通知するところによる。
４  交付額の確定
　本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、鳥取県地域商業需要変動対策・にぎわい創出支援事業補助金交付要綱（令和元年７月１８日付第２０１９０００８４３８７号鳥取県商工労働部長通知。以下「要綱」という。）第３条第２項及び第５条第３項の規定を適用して算定した額と、前記２の(2)の交付決定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。
５  補助規程の遵守
　本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に従わなければならない。
様式第４号（第７条関係）
○○年度鳥取県地域商業需要変動対策・にぎわい創出支援事業報告書

１　実施した事業の内容

	事業名
	

	事業区分
	〔　　需要喚起事業　　・　　魅力向上事業　　〕

	事業実施期間
	年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	事業実施場所
	

	事業の概要

※補助金を活用して実施した事業について具体的に記載してください。（「需要喚起事業」と「魅力向上事業」を併せて実施した場合は各事業についてそれぞれ記載してください。）
	

	新規性

※該当する方を○で囲んでください。継続事業の場合、新規の要素を具体的に記載してください。
	〔　　新規事業　　・　　継続事業　　〕
（継続事業の場合の新規性（これまでとの違い））



	事業実施効果
※事業を実施したことによる効果を具体的に記載してください。
	

	数値目標
達成状況
※数値目標の達成状況を記載してください。なお、実績報告時には効果測定時点が到来していない場合は本欄は空欄とし測定時点到来後に改めて達成状況を報告してください。
	項目名

事業実施前

事業実施後

（数値目標の達成状況に関する説明）

	他の補助金の

活用の有無
	〔　有　・　無　〕

※他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。 「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に関する問合せ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。


２　事業費の内訳及び算出根拠

	事業の

細　目
	科　目
	積　　算
	計
	財源内訳

	
	
	
	
	県費
	自己負担

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


様式第５号（第７条関係）
鳥取県知事　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地 

名    称 

代表者名　　　　　　　　　　　　　印
○○年度仕入控除税額確定報告書
年　　月　　日付第　　　　　号で交付決定のあった　　年度鳥取県地域商業需要変動対策・にぎわい創出支援事業補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定しましたので、鳥取県地域商業需要変動対策・にぎわい創出支援事業補助金交付要綱第10条第４項の規定に基づき下記のとおり報告します。 

記
１  補助金の確定額      　　　　　　　　　　　　　　金　　　                      円
２　（補助対象経費／間接補助対象経費）の額　　　　　金　　　                      円

３  実績報告控除税額　　　　　　　　　　　　　　　　金        　　　　　　　　　　円
４　確定した控除税額　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円
５　補助金返還相当額　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円
　　※　４－３＞０の場合、（４－３）×（１÷２）
（注）積算内訳書、その他参考書類（消費税確定申告の写し及び添付書類等）を添付すること。
